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要旨：RC矩形断面を対象に，軸方向鉄筋の座屈発生時に対応する断面曲率をかぶりコンクリ

ートと帯鉄筋の拘束を考慮した上で簡易的に導出できる手法を提示した。また，これに対応し

た塑性ヒンジ長を基にする曲率分布を組み合わせることで，道路橋示方書の終局変位算定法と

同様の計算により，RC橋脚の座屈発生点に対応した終局変位が算定される。そして，既往の

正負交番載荷実験との比較により，提案手法は，広範な断面諸元を有するRC柱のかぶりコン

クリート剥落時や軸方向鉄筋の座屈発生時変位を精度良く評価できることを確認した。 

キーワード：非弾性座屈解析，RC橋脚，終局曲率，塑性ヒンジ長，終局変位 

 

1. はじめに 

 道路橋示方書1)では，断面内の平面保持を仮

定した軸力との釣合い計算(以下，断面解析)か

ら終局曲率を算定し，その終局曲率が生じると

みなせる塑性ヒンジ区間を基に仮定した橋脚高

さ方向の曲率分布から終局変位を算定している。

このような算定手法は，ラーメン構造などの不

静定構造物への適用も可能であり，現在，RC構

造の耐震設計に広く用いられている。しかし，

道路橋示方書に従い算定される終局変位は，正

負交番載荷実験との比較から，かぶりコンクリ

ートが剥落し，軸方向鉄筋が座屈する変位に概

ね対応することが確認されているが，断面解析

時に用いる終局ひずみは，RC柱の一軸圧縮実験

を基に定めているなど，その終局曲率の計算過

程には力学的根拠に乏しい仮定が含まれる。 

そこで，本研究では，RC矩形断面を対象に，

軸方向鉄筋の座屈発生時に対応する断面曲率の

算定法を体系化した。また，RC柱の高さ方向の

曲率分布を塑性ヒンジ長を基に仮定することで，

現行の道路橋示方書に示される終局変位算定法

と同様の計算により，座屈発生時変位を算定し，

既往の正負交番載荷実験との比較から，その精

度を検証した。 

2. 座屈解析モデル 

2.1 非弾性座屈理論 

正負交番載荷を受けるRC柱は，単調載荷を

受ける場合に比べ，軸方向鉄筋の座屈が早期に

生じる。これは，正負交番載荷では，軸方向鉄

筋が引張側に塑性化した後に圧縮に転じるこ

とにより，バウシンガー効果による剛性低下が

生じるため，座屈が早期に発生すると考えられ

る。そこで，本研究では，Papiaら2)の非弾性座

屈理論により，このような塑性化の影響を考慮

した軸方向鉄筋の座屈解析を行い，その座屈発

生点(オイラー座屈点)を求めることにした。 

非弾性座屈理論の妥当性を，田上ら3)により

行われた鉄筋単体の一軸の正負繰返し載荷実

験との比較により確認する。なお，解析では，

載荷毎に十分な引張載荷が行われていること

を考慮し，各圧縮載荷開始点においては，軸方

向鉄筋の初期たわみは無視できるものとした。

また，ここでは，座屈発生点の精度検証を目的

とするため，座屈後の応力低下は田上ら3)が提

案した応力低下曲線を用い，さらに引張への折

り返し載荷は簡易的に直線で過去の最大引張

点を目指すものとした。その他の履歴則は，通

常のMenegotto-Pintoモデルにより評価した。 
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田上らの正負繰返し載荷実験と解析より得

られた応力－ひずみ関係の比較を図－1に示す。

解析は，実験時に生じたバウシンガー効果を過

大に評価しているため，座屈発生ひずみに違い

が見られるが，座屈発生応力は実験結果と概ね

対応している。このように，非弾性座屈理論に

より，バウシンガー効果による剛性の変化を考

慮した軸方向鉄筋の座屈発生点を評価できる

ことが確認される。 

2.2 かぶりコンクリートと帯鉄筋の拘束

を考慮した軸方向鉄筋の座屈発生点 

RC柱においては，かぶりコンクリートと帯

鉄筋が軸方向鉄筋の座屈を抑制することから，

オイラー座屈点での鉄筋のはらみ出しは生じ

ない。加藤･金谷4)は，かぶりコンクリートのな

いRC柱の一軸圧縮実験から，帯鉄筋の拘束力を

集中荷重Q wによりモデル化し，拘束効果を定式

化している。本研究では，この加藤･金谷のモ

デルに，かぶりコンクリートの拘束力R cを図－

2に示す等分布荷重qcをもとに付加した。このと

き，オイラー座屈点以降の軸方向鉄筋の応力σ k

とはらみ出しによる軸ひずみの増分ε kの関係を

与える図－3の曲線2は，式(1)～(4)により定める

ことができる。 
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ここで，Sは帯鉄筋間隔，N Bは鉄筋がはらみ出

す帯鉄筋区間(以下，座屈区間)である(図－2は

N B = 3の例)。Dは軸方向鉄筋径，σ mは鉄筋の引

張強度，N Pは全塑性限界軸力で鉄筋断面積A r

を用いてA rσ mにより算定される。axは鉄筋に作

用する軸力が0.5N P以上のとき0.65と近似され

る。また，帯鉄筋の拘束力Q wはa weσ wy / Nで算

定され，Nは一辺における軸方向鉄筋の本数，

σ wyは帯鉄筋の降伏応力，a weは有効横拘束筋断

面積5)である。また，軸方向鉄筋の座屈に対す

るかぶりコンクリートの拘束力となる図－2の

等分布荷重qcは，かぶり厚さ，鉄筋径およびコ
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図－1  非弾性座屈理論の妥当性の検証 
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ンクリート引張強度( ∝ σ c
2/3，σ c：コンクリー

ト圧縮強度)に比例して大きくなることを考慮

し6)，式(5)で算定した。 
3/2

1 cc Dkdq σβ=  (5) 

ここで，d1はコンクリートの圧縮縁から圧縮鉄

筋の中心位置までの最短距離，kは後述する朝

津ら6)および星隈ら7)の正負交番載荷実験から

0.03と同定した。また，βは，過去に経験した

圧縮履歴の影響による引張強度の低減を考慮

する係数であり，村山らの研究8)を参考に式(6)

で評価した。 
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ここで，ε maxは，最外縁圧縮鉄筋位置でのひず

みであり，ε cはかぶりコンクリートの最大強度

時のひずみである。 

結果として，かぶりコンクリートと帯鉄筋の

拘束を考慮した軸方向鉄筋の座屈発生点は，図

－3に示されるように曲線1と曲線2の交点で与

えられる。なお，提示した座屈モデルでは，座

屈長LB ( = S × N B )の算定が軸方向鉄筋の塑性化

や引張強度の低減係数βに依存するため，予め
N Bは与えられない。そのため，塑性ヒンジ長L P

で可能な座屈区間( 1 ≤ NB ≤ LP / S )全てに対し

て座屈解析を行い，最も早期に座屈が生じるも

のを検討する必要がある。塑性ヒンジ長L Pの大

きさについては後述する。 

 

3. 正負交番載荷を受けるRC柱の靭性能評価 

3.1 概説 

提案した座屈モデルをファイバー解析など

で用いる鉄筋の構成則に適用することで，本研

究と同じく軸方向鉄筋の座屈挙動をモデル化し

た村山ら8)や白戸ら9)の手法のように繰返し載

荷を受けるRC部材の靭性能評価が可能になる。

しかし，このような座屈モデルを組み入れたフ

ァイバー解析などを行い，逐一作用断面力等か

ら座屈発生の判定を行うことは煩雑であり，実

務への適用を考えると，従来の設計規準で採用

されてきた終局変位算定法のような簡易さが必

要である。 

そこで，正負交番載荷を受けるRC橋脚の座屈

発生点を終局と定義した上で，道路橋示方書に

示される終局変位算定法と同様の計算により，

座屈発生時変位を得る手法を提示する。 

3.2 終局曲率の定義 

まず，一定軸力と正負交番の繰返し曲げを受

けるRC断面において，ある曲率φaが作用し，そ

のときに，最外縁にある引張鉄筋と圧縮鉄筋位

置にそれぞれひずみε rとε maxが生じている状態

を想定する。繰返し載荷を受けることによるコ

ンクリートおよび鉄筋の劣化を考慮しない限り

において，軸力が小さい対称断面を有するRC橋

脚などを対象とする場合，φaと−φaの曲率状態を

仮定した断面解析より得られる曲げモーメント

は，同値と見なせる。このとき，一定曲率φaの

繰返し曲げを受けるRC断面では，正負の最大振

幅時に，最外縁にある圧縮鉄筋と引張鉄筋のひ

ずみ値と曲率φaには式(7)の関係を見出すこと

ができる。 

'/ daa εφ ∆=  (7) 

ここで，∆ε a = |ε max | + |ε r |であり，d 'は，最外縁

にある引張鉄筋と圧縮鉄筋の距離である。 

曲率φa ( = ∆ε a × d ')を仮定し， 
断面解析からεmaxとε rを算定 

座屈区間 NBを仮定した軸方向鉄
筋の座屈解析により∆ε bucを算定 

式(7)より，φu(NB) = ∆ε a / d ' 

終局曲率φuはφu(NB)の最小値 

No 

Yes 

図－4 終局曲率の算定フロー 
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曲率φaから−φaへの載荷時に圧縮力を受ける

ことになる軸方向鉄筋は，最大で，∆εaだけ圧

縮ひずみが増加する。そのため，図－4のフロー

に示すように，任意のφaから断面解析を行いε r

とε maxを求め，ε maxに応じて式(3)のR cを算定し

た後に軸方向鉄筋の非弾性座屈解析を行い，図

－3にある∆ε buc (=∆εE + ∆εB)を得る作業を繰返

すことで，∆εa = ∆ε bucとなる断面のひずみ分布

を定めることができる。結果として，∆ε a = ∆ε buc

とした式(7)より得られる曲率が，座屈発生点に

対応した終局曲率φuとなり，一方で，曲率φuよ

りも小さい範囲で受ける交番載荷では，座屈は

生じないと判断される。 

なお，式(7)は繰返し曲げによる耐力低下が無

視できることを前提としているため，建築部材

など，終局時における断面の中立軸位置が図心

軸位置よりも引張側となるような高軸力が作用

する場合には適用できない10)。 

3.3 提案手法による終局曲率の妥当性 

朝津ら6)および星隈ら7)の実験供試体(13体)に

対して，提案手法により終局曲率を算定した。

これらの実験では，かぶりコンクリートの剥落

が確認されたときの柱基部の曲率分布を測定し

ており，また，実験終了時に観察された最大座

屈区間が報告されている。そこで，かぶりコン

クリートの剥落時に測定された曲率値のうち，

最大座屈区間での平均値φu,expが，本研究で定義

した終局曲率に対応すると考え，両者を比較し

た。結果を表－1に示す。これらの比較から，提

案手法による終局曲率φuは実験結果と概ね対

応していることが確認される。なお，表中に示

した実験での座屈区間は，実験終了時のもので

あり，座屈後の交番載荷に伴いかぶりコンクリ

ートの剥落区間が若干進展することを考慮すれ

ば，解析的に得られる座屈区間N Bは妥当な評価

を示していると判断される。 

また，表－1にはかぶりコンクリートと帯鉄

筋の拘束力の比率Rc /Rwも示した。これらの結果

から，ほとんどの供試体において，Rc /Rwは1.0

以上となり，かぶりコンクリートが帯鉄筋と同

程度以上に軸方向鉄筋の座屈を抑制することが

確認された。なお，No.3は1区間座屈のため，値

を記していない。 

3.4 塑性ヒンジ長の検討 

道路橋示方書では，塑性ヒンジ長L P,sを基に

仮定した曲率分布より，式(8)により終局変位

終局曲率 
(×105/mm) 

No. 

座屈区間 
実験/解析 

実験φu,exp 解析φu 

Rc /Rw 

1 4 / 3 4.90 3.96 2.4 

2 6 / 3 5.03 4.54 3.2 

3 2 / 1 4.61 4.42 --- 

4 4 / 3 3.65 4.85 3.6 

5 4 / 2 2.08 2.05 10.4 

6 4 / 3 1.91 2.69 1.2 

7 5 / 3 3.94 2.27 1.3 

8 7 / 5 2.55 1.93 0.9 

9 4 / 2 1.15 1.22 8.2 

10 4 / 3 1.39 1.34 1.7 

11 4 / 3 4.62 5.73 2.0 

12 3 / 3 3.32 3.87 2.3 

13 4 / 3 4.29 4.75 3.5 

表－1 提案手法による終局曲率の精度検証 表－2 塑性ヒンジ長の検討 

算定式 (mm) 

No. 

逆算さ 
れたLP 

 (mm) 
道路橋 
示方書 

Mattock Priestley 

1 505 300 431 321 

2 558 300 431 347 

3 491 300 431 347 

4 300 300 370 226 

5 553 600 815 491 

6 562 600 815 491 

7 1129 600 815 516 

8 1176 600 815 521 

9 1623 1200 1630 1094 

10 1335 1200 1630 1094 

11 298 300 431 328 

12 354 300 431 322 

13 324 300 431 323 
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δu,sを算定している
1)。 

)2/()( ,,,, sPsPysuysu LhL −−+= φφδδ  (8) 
ここで，φu,sおよびφyは，それぞれ道路橋示方書

で定めるひずみ分布を仮定した断面解析より得

られる終局曲率および降伏曲率である。また，

δyは降伏曲率φyから得られる降伏変位であり，h

はせん断スパンである。 

そこで，前記した供試体No.1～No.13の正負

交番載荷実験から得られるかぶりコンクリート

剥落時変位δu,expと図－4の終局曲率φuをそれぞ

れ式(8)のδu,sおよびφu,sとすることで，塑性ヒン

ジ長L Pを逆算した。なお，δu,expの算定に際し，

曲率の測定区間外は，道路橋示方書の終局変位

算定時の曲率分布を仮定した。この逆解析から

得られた塑性ヒンジ長L Pに対して，道路橋示方

書の算定式 1)，Mattockの算定式 11)，および

Priestleyらの算定式12)から得られる塑性ヒンジ

長との比較を表－2に示す。各算定式の値は，い

ずれもLPに対するばらつきが大きいが，Mattock

の算定式は最も平均的にL Pと対応した。そこで，

図－4の終局曲率と，Mattockの算定式から得ら

れる塑性ヒンジ長を式(8)に代入し，RC柱の終局

変位を算定することにした。 

3.5 提案手法による靭性能評価 

前記した供試体No.1～No.136),7)，および渡邊

ら13)の正負交番載荷実験との比較により，提案

した終局変位算定法の妥当性を検証した。なお，

渡邊らの実験結果に示されるかぶりコンクリー

ト剥落時変位には，軸方向鉄筋のフーチングか

らの引き抜けに起因する水平変位が含まれてい

るため，解析時には，渡邊ら13)の手法により，

その影響を考慮した。全22体に対し，実験から

得られた終局変位δu,expと，提案手法による終局

変位δu,pおよび道路橋示方書による終局変位δu,s

を比較した結果を表－3に示した。なお，道路橋

示方書では，横拘束筋の体積比に上限値(1.8%)

を設けてコンファインド効果を評価しているが，

表－3では，その上限を無視して算定した終局変

位を示した。 

提案した終局変位算定法は，供試体No.1～

No.13のδu,expと整合するように塑性ヒンジ長な

どを定めているが，これらと諸元が異なる渡邊

らの供試体No.14～No.22に対しても，精度良く

実験結果を再現できていることが確認される。

なお，表－3の全22体に対し，δu,exp/δu,pは，平均

0.97，変動係数18%である。 

一方，道路橋示方書による終局変位δu,sは，特

定の供試体に対し，極端に過大評価(No.6，No.10，

No.18，No.21)，もしくは，過小評価(No.2，No.14)

を与える場合があり，δu,exp/δu,sは，平均0.91，変

 終局変位 (mm)  終局変位 (mm) 

  

No. 

軸方向 
鉄筋比 

(%) 

横拘束筋 
の体積比 

(%) 

作用 
軸力 

(MPa) 
道路橋
示方書 

提案 
手法 実験 

No. 

軸方向 
鉄筋比 

(%) 

横拘束筋 
の体積比 

(%) 

作用 
軸力 

(MPa) 
道路橋
示方書 

提案 
手法 実験 

1 0.95 0.32 1.0 54 55 61 12 0.95 0.32 1.0 54 54 47 

2 0.99 0.32 1.0 54 61 74 13 0.95 0.32 1.0 55 64 52 

3 0.99 0.16 1.0 45 60 60 14 2.94 0.68 3.9 51 68 79 

4 0.99 0.16 1.0 29 30 26 15 2.94 2.14 3.9 126 110 108 

5 0.77 0.09 1.0 65 79 60 16 2.94 3.22 3.9 187 135 117 

6 0.77 1.01 1.0 157 102 77 17 2.94 4.64 3.9 238 152 132 

7 1.21 1.01 1.0 128 89 113 18 2.94 2.14 1.0 183 116 120 

8 1.75 1.00 1.0 113 77 100 19 2.94 2.14 3.9 116 113 104 

9 1.20 0.17 0.0 150 195 194 20 2.53 2.95 3.7 127 112 122 

10 1.20 0.89 0.0 310 212 184 21 2.53 2.95 0.0 203 113 80 

11 0.95 0.62 1.0 78 76 58 22 2.53 1.66 3.7 85 82 100 

表－3 提案手法による靭性能評価 
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動係数33%となる。ただし，横拘束筋の上限値

を考慮すると，平均1.01，変動係数28%である。 

このように，提案手法は，道路橋示方書のよ

うな横拘束筋の体積比や軸力比の大きさなどに

よる精度の偏りは生じず，表－3に示される範囲

の諸元を持つRC柱であれば，構築した座屈モデ

ルにより，一律に終局変位を精度良く評価でき

ることが確認された。ただし，道路橋示方書の

終局変位算定法も，横拘束筋の上限値を設けれ

ば，ばらつきは大きいものの，平均的に実験結

果を評価でき，現状では図－4のフローが必要な

提案手法に比べ容易に終局変位を得られる利点

がある。提案手法は，正負交番載荷を受けるRC

柱の軸方向鉄筋の座屈モデルに基づき終局変位

を算定しているため，得られる終局変位と部材

の損傷状況の対応が明確であるなどの特徴を有

するが，今後は，図－4の終局曲率のより簡単な

計算法を構築するなどの改善が必要である。 

 

 4. まとめ 

本研究では，RC矩形断面を対象に，軸方向鉄

筋の座屈発生時曲率の算定法を構築し，これに

対応した塑性ヒンジ長を基にする曲率分布を組

み合わせることで，現行の道路橋示方書に示さ

れる終局変位算定法と同様の計算により，RC橋

脚の座屈発生点に対応した終局変位を求める手

法を提示した。 

この手法により得られる終局変位は，部材の

損傷状況との対応が明確であり，既往の正負交

番載荷実験との比較から，広範な断面諸元を持

つRC柱のかぶりコンクリート剥落時や軸方向

鉄筋の座屈発生時変位を精度良く再現できるこ

とが確認された。 
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